
○本庄市特定非営利活動促進法等の施行に関する規則 

平成３１年３月２５日 

規則第１１号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、知事の権限に属する事務処理の特例に関する条例（平成１

１年埼玉県条例第６１号）第２条の規定に基づき市が処理することとされた特

定非営利活動法人に関する事務について、特定非営利活動促進法（平成１０年

法律第７号。以下「法」という。）及び特定非営利活動促進法の施行に関する

条例（平成１０年埼玉県条例第５４号。以下「県条例」という。）に定めるも

ののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（設立の認証申請書） 

第２条 県条例第２条第１項の申請書は、設立認証申請書（様式第１号）とする。 

（縦覧） 

第３条 法第１０条第２項（法第２５条第５項及び第３４条第５項において準用

する場合を含む。）の規定による縦覧は、市民生活部市民活動推進課（以下「市

民活動推進課」という。）において行うものとする。 

（設立の認証申請書等の補正） 

第４条 法第１０条第４項（法第２５条第５項及び第３４条第５項において準用

する場合を含む。）の規定による補正は、補正書（様式第２号）により行うも

のとする。 

（設立等登記の届出書） 

第５条 法第１３条第２項（法第３９条第２項において準用する場合を含む。）

の規定による届出は、設立（合併）登記完了届出書（様式第３号）により行う

ものとする。 

（役員の変更等の届出） 

第６条 法第２３条第１項の規定による届出は、役員の変更等届出書（様式第４

号）により行うものとする。 

（定款の変更の認証申請書） 

第７条 県条例第４条の申請書は、定款変更認証申請書（様式第５号）とする。 



（定款の変更の届出） 

第８条 県条例第５条の届出書は、定款変更届出書（様式第６号）とする。 

（定款の変更登記の提出書） 

第９条 法第２５条第７項の規定による提出は、定款変更登記事項証明書提出書

（様式第７号）により行うものとする。 

（事業報告書等の提出） 

第１０条 法第２９条の規定による提出は、事業報告書等提出書（様式第８号）

により行うものとする。 

（事業報告書等の閲覧又は謄写） 

第１１条 県条例第７条の閲覧又は謄写（市長に置かれる機関の事務所における

閲覧又は謄写に限る。）は、市民活動推進課において行うものとする。 

２ 閲覧又は謄写をしようとする者は、市民活動推進課に備え付けてある受付簿

に住所、氏名その他必要な事項を記入して、その旨を市長に申し出なければな

らない。 

３ 謄写に要する費用の額については、本庄市情報公開条例施行規則（平成１８

年本庄市規則第１５号）別表の規定の例による。 

（成功の不能による解散の認定の申請） 

第１２条 特定非営利活動法人は、法第３１条第２項の認定を受けようとすると

きは、解散認定申請書（様式第９号）に同条第３項に規定する書面を添付して

市長に提出しなければならない。 

（解散の届出等） 

第１３条 法第３１条第４項の規定による届出は、解散届出書（様式第１０号）

に解散及び清算人の登記をしたことを証する登記事項証明書を添付して行うも

のとする。 

２ 法第３１条の８の規定による届出は、清算人就任届出書（様式第１１号）に

当該清算人の登記をしたことを証する登記事項証明書を添付して行うものとす

る。 

（残余財産の譲渡の認証申請） 

第１４条 清算人は、法第３２条第２項の認証を受けようとするときは、残余財



産譲渡認証申請書（様式第１２号）を市長に提出しなければならない。 

（清算結了の届出） 

第１５条 法第３２条の３の規定による届出は、清算結了届出書（様式第１３号）

に清算結了の登記をしたことを証する登記事項証明書を添付して行うものとす

る。 

（合併の認証申請書） 

第１６条 県条例第８条第１項の申請書は、合併認証申請書（様式第１４号）と

する。 

（特定非営利活動法人等が行う電子情報処理組織による申請等の方法） 

第１７条 県条例第１２条の２の規則で定める電子情報処理組織は、市長の使用

に係る電子計算機と県条例第２条第１項に規定する者又は特定非営利活動法人

（以下この条及び次条において「特定非営利活動法人等」という。）の使用に

係る電子計算機であって当該市長の使用に係る電子計算機と電気通信回線を通

じて接続でき、正常に通信できる機能を備えたものとを電気通信回線で接続し

た電子情報処理組織とする。 

２ 県条例第１２条の２の規則で定める方法は、次に掲げる事項を特定非営利活

動法人等の使用に係る電子計算機から入力する方法とする。 

（１） 電子情報処理組織を使用して申請等を行う場合において従うこととさ

れている様式であって、市長の使用に係る電子計算機に備えられたファイル

から入手可能なものに記録すべき事項（次号に掲げる事項を除く。） 

（２） 当該申請等を行うときに法令等の規定に基づき添付すべきとされてい

る書面等又は電磁的記録に記載され若しくは記録されている事項又は記載す

べき若しくは記録すべき事項 

３ 特定非営利活動法人等は、識別符号及び暗証符号を特定非営利活動法人等の

使用に係る電子計算機から入力する方法により申請等を行わなければならない。 

（市長が行う電子情報処理組織による処分通知等の方法） 

第１８条 県条例第１２条の３第１項の規則で定める電子情報処理組織は、前条

第１項の電子情報処理組織とする。 

２ 県条例第１２条の３第１項の規則で定める方法は、識別符号及び暗証符号を



市長の使用に係る電子計算機から入力する方法とする。 

３ 県条例第１２条の３第２項の規則で定める方式は、次の各号に掲げる方式の

いずれかとする。 

（１） 第１項の電子情報処理組織を使用して行う識別符号及び暗証符号の入

力 

（２） 電子情報処理組織を使用する方法により処分通知等を受けることを希

望する旨の市長が定めるところにより行う届出 

（身分証明書） 

第１９条 法第４１条第３項の身分を示す証明書は、身分証明書（様式第１５号）

とする。 

（市長が行う電磁的記録による縦覧等の方法） 

第２０条 県条例第１３条の規則で定める方法は、電磁的記録に記録されている

事項をインターネットを利用して縦覧又は閲覧（市長に置かれる機関の事務所

における縦覧又は閲覧に限る。）に供する方法、市民活動推進課に備え置く電

子計算機の映像面に表示する方法又は当該事項を記載した書類を市民活動推進

課に備え置く方法とする。 

（特定非営利活動法人が行う電磁的記録による備置きの方法） 

第２１条 県条例第１４条第２項の規則で定める方法は、次の各号のいずれかに

該当する方法とする。 

（１） 作成された電磁的記録を特定非営利活動法人の使用に係る電子計算機

に備えられたファイル又は磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定

の情報を確実に記録しておくことができる物（以下「磁気ディスク等」とい

う。）をもって調製するファイルにより備え置く方法 

（２） 書面に記載されている事項をスキャナ（これに準ずる画像読取装置を

含む。）により読み取ってできた電磁的記録を特定非営利活動法人の使用に

係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク等をもって調製する

ファイルにより備え置く方法 

２ 特定非営利活動法人は、前項の規定により電磁的記録の備置きを行う場合は、

必要に応じ電磁的記録に記録された事項を出力することにより、直ちに明瞭か



つ整然とした形式で使用に係る電子計算機その他の機器に表示し、及び書面を

作成することができるようにしなければならない。 

（特定非営利活動法人が行う電磁的記録による作成の方法） 

第２２条 県条例第１５条第２項の規則で定める方法は、特定非営利活動法人の

使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法又は磁気ディスク

等をもって調製する方法とする。 

（特定非営利活動法人が行う電磁的記録による閲覧の方法） 

第２３条 県条例第１６条第２項の規則で定める方法は、電磁的記録に記録され

ている事項を特定非営利活動法人の事務所に備え置く電子計算機の映像面に表

示する方法又は当該事項を記載した書類を特定非営利活動法人の事務所に備え

置く方法とする。 

（その他） 

第２４条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年８月２５日規則第２０号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和４年１月１４日規則第１号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正前のそれぞれの規則に定める様式による用紙は、当分の

間、所要の調整をして使用することができる。 

附 則（令和６年３月２９日規則第１０号） 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第２条関係） 

様式第２号（第４条関係） 

様式第３号（第５条関係） 

様式第４号（第６条関係） 

様式第５号（第７条関係） 

様式第６号（第８条関係） 

様式第７号（第９条関係） 

様式第８号（第１０条関係） 

様式第９号（第１２条関係） 

様式第１０号（第１３条関係） 

様式第１１号（第１３条関係） 

様式第１２号（第１４条関係） 

様式第１３号（第１５条関係） 

様式第１４号（第１６条関係） 

様式第１５号（第１９条関係） 

 


